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開    会 

 

○西村部会長 それでは、ただいまから電波監理審議会有効利用評価部会第

５８回会合を開催いたします。皆様、お忙しいところお集まりくださり、あり

がとうございます。本日の会議もＷｅｂによる開催とさせていただきました。 

 本日の有効利用評価部会につきましては、電波監理審議会委員の笹瀬会長と

私、両名が出席しておりまして、電波監理審議会令第３条に基づく定足数を満

たしております。 

 若林特別委員は、公正取引委員会委員に着任されたことによりまして、先月

末をもって特別委員を御退任されましたことを申し添えさせていただきます。 

 なお、本日は電波監理審議会親会から矢嶋委員が傍聴予定となっております。 

 それでは、早速でございますが、お手元の議事次第に従いまして、議事を進

めてまいりたいと思います。 

 本日の議事は２つございます。いずれも総務省からの報告を予定しておりま

すので、事務局におかれましては、総務省関係者の皆様に入室をするよう連絡

をよろしくお願いいたします。 

○柏崎幹事 承知いたしました。それでは、入室までしばらくお待ちいただけ

ますよう、お願い申し上げます。 

 事務局でございます。総務省関係者の入室を確認いたしましたので、議事の

進行をお願い申し上げます。 

 

議    事 

 

（１）携帯電話等周波数の有効利用に関する情報通信審議会における検討 
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○西村部会長 それでは、議事を再開いたします。 

 それでは、まず、議事の１つ目、携帯電話等周波数の有効利用に関する情報

通信審議会における検討につきまして、総務省移動通信課の佐藤企画官より御

説明をよろしくお願いいたします。 

○佐藤企画官 移動通信課の佐藤でございます。おはようございます。 

 それでは、報告事項１件目について御説明をさせていただきます。 

 資料５８－１になります。まずは１ページ目をおめくりいただければと思い

ます。この資料については、３月３１日の（情報通信審議会 情報通信技術分

科会の）電波有効利用委員会で御説明をしたものになります。作業班の設置に

ついては御了承いただいているということでございます。 

 では、１ページ目になりますが、こちら、携帯電話等のモバイルネットワー

クの整備の基本的な考え方に関するスライドになります。モバイルネットワー

クにつきましては、広いカバレッジに適している低い周波数帯から高トラヒッ

クに対応する高い周波数帯まで、それぞれの技術的特性を生かしながら整備が

進められているということでございます。 

 ２ページ目になります。 

 こうした基本的な考え方の下で各事業者に様々な周波数を割り当てておりま

して、直近では、２０２３年１０月に楽天モバイル社に７００ＭＨｚ帯、２０２４年

１２月にソフトバンク社に対して４.９ＧＨｚ帯の割当てを実施しております。

ただ、携帯電話等周波数につきましては、現在、価額競争、いわゆるオークシ

ョンにより割り当てることとしているミリ波といった高い周波数帯を除けば、

新規の周波数の割当てについては、おおむね一巡をしている状況にあると認識

をしております。 

 ３ページ目になります。携帯電話等周波数の割当制度の概要をまとめたスラ
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イドになります。 

 携帯電話等周波数を割り当てる際に、事業者は開設計画という基地局等の整

備計画を提出しまして、それを審査基準に基づいて審査を行い、最も優れた計

画を提出した者に周波数を割り当てる、いわゆる開設計画の認定を行っている

ということでございます。周波数の割当てを受けた者は、一定期間、いわゆる

開設計画の認定期間、現行の制度ですと原則１０年なりますが、排他的に基地

局免許の申請が可能となっているということでございます。また、最後のポツ

になりますが、令和元年の電波法改正によりまして、開設計画に周波数の経済

的価値、特定基地局開設料も記載させることとしまして、そちらも考慮して総

合的に審査を行っているということでございます。 

 ４ページ目になります。 

 さらに、周波数のいわゆる固定化を抑止する観点から、令和４年の電波法改

正によりまして、携帯電話等周波数の再割当制度が創設されたところでござい

ます。例えば、本部会のまさにミッションでありますが、電波監理審議会にお

ける有効利用評価の結果が一定基準を満たさないとき、また、他の事業者から

開設指針制定の申出、いわゆる再割当申請があったとき、総務大臣が周波数の

再編が必要と認めるとき、その３つの要件のうち、いずれかに該当する場合に

再割当てができるという制度でございます。 

 ５ページ目になります。こちらについては、有効利用評価制度をまとめたス

ライドになりますので割愛をさせていただきます。 

 ６ページ目も、有効利用評価方針に関する記載となりますので、こちらも割

愛をさせていただきます。 

 ７ページ目になります。 

 今後の取組としまして、これまで電波の利用状況調査及び有効利用評価につ

いては、免許人である事業者から提出のあったデータのみに依存しておりまし
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たが、総務省は、ユーザー視点で携帯電話等の通信品質がしっかり確保されて

いるかどうかについて、自ら能動的にデータを収集・分析し、有効利用評価に

つなげていく取組を今年度から本格的に開始することとしております。本件に

つきましては、この評価部会の先生方に対して、本格実施に向けたトライアル

について御説明をさせていただいておりますが、昨年度もトライアルを実施し

ておりまして、その結果を今、まとめている状況でございます。まとまり次第、

速やかに本評価部会に御報告したいと考えております。 

 ただ、調査手法については、我々も今、いろいろ検討している状況でござい

ます。走行測定及び定点測定等で行っております。それぞれ通信速度や電波強

度等の通信品質を測定する予定でございまして、測定地点についても、ルーラ

ルエリアに加えて、トラヒックが混雑しやすい都市部も対象としていきたいと

いうことでございます。こちらの通信品質調査につきましては、必要なエリア

に必要なネットワークが整備されているかどうかを可視化していくことを目指

しておりますが、先ほど申し上げたとおり、調査手法や項目等、様々な検討事

項がございますので、有効利用評価部会の委員の先生方の御意見もいただきな

がら、二、三年かけてしっかり取組を進めまして、有効利用評価にしっかり組

み込んでいきたいと考えているところでございます。 

 ８ページ目になります。移動通信トラヒックの動向と今後の見通しについて

のスライドになります。 

 デジタル化の進展などを背景に、移動通信トラヒックは増加をし続けており

まして、直近でも、年２０％のペースで増え続けている状況でございます。今

後も増加することが見込まれておりまして、２０３０年には、２０２０年比で

約１４倍に増加するとの予測もあるというところでございます。 

 ９ページ目になります。携帯電話等周波数の有効利用促進に向けた課題をま

とめております。 
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 携帯電話等周波数については、周波数割当ての際に提出した開設計画、いわ

ゆる整備計画の履行を義務づけることによりまして、これまでインフラ整備が

進められてきたという状況です。 

 他方、開設計画の認定期間が満了する周波数帯が増加することが見込まれて

おりまして、左下の図に示すように、先ほど説明したように、携帯電話等周波

数については、新規の割当てが一巡しつつある中で、約３年後にはほとんどの

周波数で認定期間が満了することになります。また、右下の図は、１年当たり

の基地局の開設数について、開設計画の認定期間中と満了後で比較したものに

なります。満了後の開設数のほうが減っていることをもって、直ちにこれが問

題であるとまでは言えないものの、いずれにしましても、先ほど御説明したと

おり、移動通信トラヒックが今後も増加することが見込まれる中で、デジタル

社会を支えるモバイルネットワークを一層充実させていくという観点から、既

に割り当てた携帯電話等周波数について、開設計画の認定期間満了後も引き続

き事業者によるインフラ整備を促進するとともに、必要に応じて周波数配分の

適正化を図っていくことが重要であると考えております。あわせて、検討に当

たっては、新たな携帯電話技術の普及速度や諸外国の事例も踏まえながら、イ

ンフラ整備の予見可能性の確保についても考慮する必要があると考えておりま

す。 

 これらの観点を踏まえて、モバイルネットワークの整備を促進し、携帯電話

等周波数のさらなる有効利用を図るため、再免許制度及び再割当制度等の在り

方について、一体的に検討を行ってまいりたいと考えております。 

 １０ページ目になります。再免許制度についてのスライドになります。 

 携帯電話等に係る無線局免許については、周波数の有効利用の状況を踏まえ

て審査を行うということを目的としまして、再免許をシステム単位で行うこと

で一斉再免許が導入をされております。５年に１度再免許を行っておりまして、
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次回の一斉再免許は来年１０月となっております。 

 下の図が携帯電話等の再免許制度の概要でございまして、再免許申請を行う

際、将来の業務計画等の書類を添付することとなっておりますが、現行の審査

基準では、現在の状況が前回再免許申請時に提出した将来の業務計画等に照ら

して、電波の有効利用が図られているかどうかのみを審査しているということ

でございまして、将来の業務計画自体については、記載すべき事項が満たされ

ているかどうかということだけを審査しておりまして、その妥当性までは見て

いないという状況でございます。 

 １１ページ目になります。 

 こうした背景を踏まえて、作業班を設置して検討するということでございま

して、本作業班の背景・目的につきましては、これまで御説明差し上げたとお

り、来年１０月に予定されている携帯電話等周波数の無線局の一斉再免許に対

する方針を含めまして、携帯電話等の周波数のさらなる有効利用を促進する観

点から、周波数の再免許制度及び再割当制度等の在り方について一体的に検討

を行うため、電波有効利用委員会の下に作業班を設置して検討するということ

でございます。 

 検討事項についても、このスライドに記載のとおり、特に、再割当制度の在

り方については、電波の有効利用評価とも密接に関連しておりますので、特に

有効利用評価部会の委員の先生方とも連携しながら検討を進めてまいりたいと

考えております。 

 本作業班の構成については記載のとおりということで、藤井先生に主任をお

願いしておりまして、また、この有効利用評価部会からは、池永先生に御参画

をいただく予定でございます。また、電波有効利用委員会からは、中島先生、

林先生にも御参画いただく予定でございまして、そのほか、競争政策や規制政

策に知見のある佐藤先生、宍戸先生にも構成員をお願いしているという状況で
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す。 

 １２ページ目になります。今後のスケジュールになります。 

 作業班の設置について御了承をいただきましたので、速やかに作業班を立ち

上げまして、一、二か月に１度のペースで開催し、まずは一斉再免許の対応方

針について、本年秋頃に中間取りまとめを目指してまいりたいと考えておりま

す。その後、さらに検討を進めまして、来年春から夏頃に最終取りまとめを行

うことを想定しているということでございます。 

 私からの説明は以上になります。 

○西村部会長 佐藤企画官、御説明ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの御説明に関しまして、御質問、御意見等ございますで

しょうか。恐縮ですけれども、順番にお伺いさせていただければと思います。 

 笹瀬部会長代理、いかがでしょうか。 

○笹瀬代理 御説明どうもありがとうございます。 

 １点だけ質問です。１２ページを見ると、有効利用委員会の報告が数回ある

んですけれども、こちらから何かフィードバックすることは可能なのでしょう

か。 

○佐藤企画官 御質問ありがとうございます。 

 この作業班の検討状況については、評価部会の先生方にも随時報告をさせて

いただきたいと思っております。その中で、適宜フィードバックをいただけれ

ば大変ありがたく思っております。どのタイミングでどうするかというところ

は、これから事務局とも相談しながら進めていきたいと考えております。 

○笹瀬代理 分かりました。ありがとうございます。 

 以上です。 

○西村部会長 ありがとうございます。 

 池永特別委員、よろしくお願いします。 



-8- 

○池永特別委員 私のほうからは特にコメント等ございません。御説明ありが

とうございました。 

○西村部会長 ありがとうございます。 

 それでは、石山特別委員、いかがでしょうか。 

○石山特別委員 私からも特に質問はございません。７ページに書いてある発

射状況調査について、私も少し関わらせていただいておりますので、ここもし

っかりと検討していきたいと思っております。よろしくお願いいたします。 

○西村部会長 ありがとうございます。 

 それでは、眞田特別委員、いかがでしょうか。 

○眞田特別委員 方針そのものは特に伺ったとおりということだと思うのです

が、１点、７ページのところでお伺いしたいんですが、通信品質をという話に

なると、端末の性能、特に各社の端末のあまり公開したくない部分にまで踏み

込まなければいけない可能性があるのと、もう一つは、どの場所を測定するか

というのは、実は各社のここを測ってほしいという意向が結構働くような気が

するんですけれども、ユーザー視点に立つということと、各社の意向との間の

調整をどうするのかというのが非常に難しく興味深いところではあると思うん

ですが、そこら辺はどうされる予定なんでしょうか。 

○佐藤企画官 御質問ありがとうございます。 

 どこの地点を選定するかについても、まさにこれからの検討事項の一つであ

ると考えております。ただ、御説明したように、我々としては、基本的にはル

ーラルエリアとトラヒックが混雑しやすい都市部について調査を行っていきた

いと考えておりまして、特に都市部につきましては、いわゆるパブリックエリ

アと言われる不特定多数の方がアクセスできるようなスポットを中心に、特に

トラヒックが混雑しやすいエリアというのは、大体そこは色々なデータを基に

ある程度推定はできますので、そこを中心に調査を行うとか、そういった形で
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進めることができればと考えているところでございます。事業者との調整とい

うよりは、我々としては、むしろできるだけユーザー視点に立って調査を行え

ればよいと考えているところでございます。 

 以上です。 

○眞田特別委員 分かりました。 

 一言コメント申し上げると、こういう話は以前もあったと思う。大分前、も

う１０年ぐらい前に。ただ難しかったのは、要は自分の基地局の周りを走って

くれるとたくさんデータ通信ができるのだけどとなって、その調整がなかなか

つかなくて、あまりうまくいかなかった記憶があるので、どういうふうにされ

るのかというのが興味深い、あるいはどうするのが公平なのかというのは非常

に難しい問題と思って伺ったところです。 

○佐藤企画官 ありがとうございます。 

 公平性の確保というのは非常に重要な視点でございますので、そういったと

ころも、先ほど御説明のとおり二、三年かけて集中的に調査手法とか、調査項

目をどうするか検討していきたいと考えておりますので、その中で先生おっし

ゃるような、公平性の観点というのもしっかり重視をしながらこの取組を進め

ていきたいと考えております。ありがとうございます。 

○眞田特別委員 ありがとうございました。 

○西村部会長 どうも御説明ありがとうございました。 

 それでは、中野特別委員、いかがでしょうか。 

○中野特別委員 御説明どうもありがとうございます。 

 私も、全般に関して丁寧に進めていただいて、これでよいかと思っています

が、眞田先生が御指摘された部分は私も実は気になっていて、端末の機能のど

こを使いたいかで大分評価が変わってくる可能性は大きいというのは、特にこ

の数年の技術の変化に合わせてあるかと思いますので、ぜひその辺りは丁寧に
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進めていただければというのが１点でございます。 

 以上です。 

○西村部会長 ありがとうございます。 

 佐藤企画官、中野特別委員からの御発言に対するコメント等、返答はござい

ますでしょうか。 

○佐藤企画官 ありがとうございます。御指摘のとおりだと思います。 

 説明の中でも申し上げましたが、今、トライアルでもこの調査の取組を進め

ておりまして、その中で、調査手法をどうするかというところも御報告させて

いただき、またコメントをいただければと考えておりますので、引き続きよろ

しくお願いいたします。 

○中野特別委員 よろしくお願いいたします。 

○西村部会長 どうもありがとうございました。 

 私から、コメントは今のところございませんので、進めていっていただけれ

ばと思っております。 

 そのほか、追加での御質問、御意見等ございますでしょうか。よろしいです

か。ありがとうございます。 

 それでは、本件議事は終了したいと思います。佐藤企画官、御説明・御対応

ありがとうございました。引き続きどうぞよろしくお願いいたします。 

○佐藤企画官 ありがとうございました。 

 

（２）令和７年度電波の利用状況調査（各種無線システム・７１４ＭＨｚ超の

周波数帯）の調査結果のうち重点調査結果 

 

○西村部会長 それでは、続きまして、議事の２つ目に移らせていただきます。

議事の２つ目、令和７年度電波の利用状況調査（各種無線システム・７１４Ｍ
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Ｈｚ超の周波数帯）の調査結果のうち重点調査結果につきまして、総務省電波

政策課の伊藤補佐より御説明をお願いできればと思います。よろしくお願いい

たします。 

○伊藤補佐 電波政策課の伊藤でございます。本日もどうぞよろしくお願いい

たします。 

 令和７年電波の利用状況調査の重点調査の結果について御説明いたします。

資料５８－２－１、２ページ目を御覧ください。 

 前回の有効利用評価部会では、調査結果全体のポイントを御説明したところ

でございますが、今回は、赤枠で囲っております重点調査の結果について御説

明いたします。より詳細な結果につきましては、本紙の第２章に掲載しており

ますので、適宜御参照ください。 

 それでは、資料５８－２－２、別冊１ 重点調査を御覧ください。 

 ４ページ目を御覧ください。重点調査対象の１つ目、映像ＳＴＬ／ＴＴＬ／

ＴＳＬ（Ｂバンド）から説明させていただきます。 

 本システムは、スタジオから送信所（親局）及び中継局まで放送番組を伝送

するために利用されておりまして、主にテレビジョン放送事業者が利用するシ

ステムとなっております。 

 ５ページ目を御覧ください。 

 選定理由につきまして、本システムが利用する周波数は、Ｖ２Ｘ自動運転シ

ステムの国際的な周波数検討が行われている帯域でありまして、周波数再編ア

クションプラン（令和６年度版）において、既存無線システムの移行先周波数

の確保や移行支援、５.９ＧＨｚ帯Ｖ２Ｘシステムの隣接システム等との周波数

共用検討などを実施し、令和８年度中をめどにＶ２Ｘ通信向けの周波数割当て

を行うこととされておりました。このため、同帯域を使用する本システムの利

用状況を詳細に調査し、移行動向を把握するため、重点調査の対象システムと
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して選定しております。 

 また、本システムは、令和８年１月の電波監理審議会において使用期限を令

和１３年３月３１日までとする諮問を行い、内容のとおりとする答申を受けて

おります。 

 ６ページ目を御覧ください。 

 免許人数及び無線局数の推移につきましては、どちらも前回調査から減少し

ておりまして、免許人数は３２者から３１者、無線局数は１３１局から１２９局

に減少しております。 

 次のページから調査票調査結果について説明をさせていただきます。 

 ７ページ目を御覧ください。 

 電波の発射及び利用形態につきまして、全ての無線局において、電波は「常

時発射した」、利用形態は「放送サービスの提供」との回答となっております。 

 １２ページ目を御覧ください。 

 移行・代替・廃止につきまして、全体の９６.１％（１２４局）が「予定あり」、

３.９％（５局）は「予定なし」の回答となっておりまして、移行先につきまし

ては、同システムのほかのバンドとの回答が多くなっております。 

 １３ページ目を御覧ください。 

 移行・代替・廃止予定の時期の最多回答を都道府県単位でマッピングした結

果となりますが、「令和７年度中（移行済みも含む）」が、最多回答の都道府県

は愛知県、「令和８年度中」が最多回答となった都道府県は７県となっておりま

して、関東を中心に順次移行が進んでいくことを示す結果となっております。 

 ページを少し飛ばしまして、１７ページ目を御覧ください。発射状況調査の

結果について御説明します。 

 発射状況調査では、時間的利用状況とエリア的利用状況の２点について調査

をしておりまして、時間的利用状況は、３０日間固定された受信点で、Ａ局と
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Ｂ局の測定を行いまして、両局ともに測定期間中、毎日継続して電波の受信を

確認できております。また、調査票調査では、両局ともに３６５日電波を発射

するとの回答でありましたため、調査票の回答を裏づける測定結果が得られて

おります。 

 １８ページ目を御覧ください。 

 エリア的状況につきましては、測定機材を搭載した車により、移動しながら

測定を行っており、Ｃ局とＤ局の測定を行っております。なお、測定機材のア

ンテナの高さは２メートルとなります。赤の点線の中心点、矢印の起点付近が

発射地点であり、各測定地点で確認できた電波強度を右下の数値に対応した色

で表しております。本システムは空中線が高所に設置されておりまして、鋭い

指向性を持って電波を発射しておりますため、測定範囲内における指向方向以

外の発射電波の強度が小さいことを確認いたしました。 

 ページを少し飛ばしまして、２３ページ目を御覧ください。ここから１５Ｇ

Ｈｚ帯電気通信業務の中継系・エントランス及び災害対策用の２つのシステム

の調査結果について御説明させていただきます。 

 中継系・エントランスは、主に携帯電話等の基地局エントランスとして利用

されておりまして、電気通信事業者が利用する固定局のシステムとなります。 

 ２４ページ目を御覧ください。 

 災害対策用は、災害等発生時の伝送路の救済や確保のための臨時回線の構築

に利用されておりまして、電気通信事業者が利用する陸上移動局のシステムと

なります。 

 ２５ページ目を御覧ください。 

 選定理由につきまして、両システムを利用する周波数帯は、ＷＲＣ－２７に

向けてＩＭＴ特定の可能性の検討が実施されており、周波数再編アクションプ

ラン（令和６年度版）において、諸外国における動向や具体的な利用ニーズ、
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既存システムとの共用可能性等を踏まえ、適切な時期にＷＲＣ－２７での対処

方針についての検討を行うこととされておりました。このため、本システムの

利用状況を調査し、ＷＲＣ－２７での議論に資するデータを取得するため、重

点調査の対象として選定しております。 

 ２６ページ目を御覧ください。 

 免許人数及び無線局数の推移は、両システムともに免許人数は前回調査から

変化しておらず、中継系・エントランスは３者、災害対策用は１者となってお

ります。無線局数は両システムともに前回調査から減少しておりまして、中継

系・エントランスは９３５局から８７３局に減少しており、災害対策用は２８局

から２４局に減少しております。 

 次のページから調査票調査結果について御説明させていただきます。 

 ２７ページ目を御覧ください。 

 電波の発射及び利用形態につきまして、中継系・エントランスは、全ての無

線局において電波は「常時発射した」、利用形態は全体の７０.８％（６７１局）

が「携帯電話サービスの提供のための伝送路として運用」との回答となってお

ります。災害対策用に関しましては、全ての無線局において電波を「常時発射

しなかった」と回答されております。 

 ページを少し飛ばしまして、２９ページ目を御覧ください。 

 災害対策用の電波を発射していない理由につきまして、全ての無線局におい

て、「災害時にのみ運用するため」と回答されております。 

 免許人にヒアリングを行いましたところ１１ＧＨｚ帯電気通信業務災害対策

用をメインに使用しており、１５ＧＨｚ帯のシステムは、点検時も外観の目視

点検と装置の電源を入れることで動作確認を行っており、電波の発射はしてい

ないとの回答をいただいております。また、能登半島地震の際も使用できるよ

う準備はしたものの、結果として１１ＧＨｚ帯システムのみ使用したとのこと
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です。 

 ３０ページ目を御覧ください。 

 こちらは、中継系・エントランスの現在の開設局数及び設問の回答を基に作

成しました、５年後の想定無線局の分布となります。無線局数の多い都道府県

を濃い色で表しており、半数以上の都道府県において無線局が減少する想定と

なっているものの、３５の都道府県について、現段階では５年後も無線局が残

る予定となっております。 

 ３１ページ目を御覧ください。 

 こちらは周波数帯幅利用状況になりまして、左表が、ブロック割りと周波数

集計区分、右表が、都道府県別の周波数ブロックごとの無線局数を表した表に

なりまして、中心周波数に基づいてブロック分けを行っております。中継系・

エントランスは都道府県ごとに周波数帯の偏りが異なるものの、大きく空いて

いる周波数ブロックはない結果となっております。 

 ３２ページ目を御覧ください。 

 災害対策用でございますが、一部の都道府県で使用されており、都道府県ご

との周波数ブロックの偏りは少なくなっております。 

 ページを飛ばしまして、３６ページ目を御覧ください。 

 移行・代替・廃止につきまして、中継系・エントランスは全体の５０.４％

（４３９局）が移行等の予定を「令和７年度中から令和１２年度以降」、全体の

４９.６％（４３２局）が「移行等予定なし」と回答しており、移行等予定の無

線局４３９局は、移行等の手段について９８.６％（４３３局）が「廃止」と回

答しております。災害対策用につきましては、全体の１００％（２４局）が「移

行等予定なし」と回答しております。 

 ページを飛ばしまして、４２ページ目を御覧ください。 

 発射状況調査について、１５ＧＨｚ帯電気通信業務に関しまして、災害対策
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用は臨時で使用されるシステムでありますため、時間的利用状況は中継系・エ

ントランスのみ実施し、エリア的利用状況は両システムで実施しております。 

 中継系・エントランスの時間的利用状況につきましては、Ｅ局とＦ局の測定

を行いまして、両局とも測定期間中、毎日継続して電波の受信を確認できてお

ります。また、調査票調査では、両局とも「３６５日電波を発射する」との回

答でありましたため、調査票の回答を裏づける結果が得られております。 

 ４３ページ目を御覧ください。 

 中継系・エントランスのエリア的利用状況は、Ｇ局とＨ局の測定を行ってお

り、本システムは空中線が高所に設置されており、鋭い指向性をもって電波を

発射しておりますため、測定範囲内における指向方向以外の発射の電波の強度

が小さいことを確認いたしております。 

 ４４ページ目を御覧ください。 

 災害対策用のエリア的利用状況はＩ局とＪ局の測定を行っており、同様に、

測定範囲内における指向方向以外の発射電波の強度が小さいことを確認しまし

た。 

 ページを飛ばしまして、４９ページ目を御覧ください。 

 重点調査のまとめとなりますが、映像ＳＴＬ／ＴＴＬ／ＴＳＬ（Ｂバンド）

につきましては、移行・代替・廃止予定時期について全体の９６.１％（１２４局）

が「予定あり」と回答しており、移行先に関しまして、同システムのほかのバ

ンドを選択する回答が多くなっており、今後、移行が進んでいくことを示す結

果となっております。 

 次に、１５ＧＨｚ帯電気通信業務用システムに関しましては、中継系・エン

トランスでは全体の１００％（８７１局）が電波を「常時発射した」と回答し

ており、４２都道府県に開設されておりますため、全国的に活用されているシ

ステムとなっております。また、移行・代替・廃止予定時期について、全体の
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５０.４％（４３９局）が「令和７年度中から令和１２年度以降」、全体の４９.

６％（４３２局）は「移行等予定なし」と回答しており、３５都道府県に開設

されている無線局が「移行等予定なし」と回答していることから、無線局は減

少するものの、今後も全国的に活用が続く可能性を示す結果となっております。

災害対策用では、全ての無線局において「災害時のみ運用する」、運用区域は「変

動する」、「移行などの予定はなし」と回答されており、今後も、災害時に様々

な都道府県において活用される可能性があることを示す結果となっております。 

 以上が重点調査の御説明となります。御質問等ございましたらよろしくお願

いいたします。 

○西村部会長 伊藤補佐、御説明ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの御説明に関しまして、御質問、御意見等を順番にお伺

いできればと思っております。 

 対象システムは２つございますので、まずは、４ページからの映像ＳＴＬ／

ＴＴＬ／ＴＳＬ、これについてお伺いできればと思っております。 

 笹瀬部会長代理、いかがでしょうか。 

○笹瀬代理 ５ページを開けていただけますか。ここに書いてある下側のほう

に、令和７年度のアクションプランについて記載がありますけども、この取組

状況について、特にＶ２Ｘについて御説明よろしくお願いいたします。 

○手塚周波数調整官 電波政策課、手塚でございます。アクションプラン記載

の取組状況ということで、私から御説明させていただければと思います。 

 こちらの記載にありますとおり、令和８年１月３０日に周波数割当計画の一

部変更を実施しており、既存無線局に係る使用の期限及び新たに導入する無線

局を定めてございます。この制度整備及び電波法第７１条の３に基づきまして、

特定周波数変更対策業務を行うということで、指定周波数変更対策機関の応募

を行いまして、令和８年４月１日に、一般社団法人情報通信ネットワーク産業



-18- 

協会を指定してございます。こちらを通じて、周波数変更対策を進めていけれ

ばと考えております。 

 また、周波数ひっ迫対策技術試験事務ということで、本年度から技術的検討

及び既存無線システムとの周波数共用検討を実施することで、こちらの取組も

進めていきたいと考えているところでございます。 

○笹瀬代理 分かりました。どうもありがとうございました。 

 以上です。 

○西村部会長 ありがとうございます。 

 池永特別委員、いかがでしょうか。 

○池永特別委員 御説明ありがとうございます。１２ページをお願いできます

でしょうか。 

 こちらで移行・代替・廃止予定時期の部分、一番上の部分ですけれども、こ

れについて、この下の部分で令和７年度中に予定と書かれている事業者に関し

ましては、これは昨年度ということになると思いますけれども、これは予定ど

おり行われているのでしょうか、教えていただけますか。 

 それから、もう一つは、「移行予定なし」が３.９％いらっしゃるようですけ

れども、これに関しては、１３年３月末までに移行が必要、つまり３.９％もい

ずれは移行しなければいけないという考えでよろしいでしょうか。 

○伊藤補佐 電波政策課の伊藤でございます。 

 御指摘の無線局につきましては、令和７年度中に移行完了しておりまして、

順調に進んでいるものと考えております。 

 また、調査票調査の実施時は、移行先の周波数がまだ確定していない無線局

も存在する状況でございまして、令和７年度中に全ての無線局の移行先周波数

が決定したということでございますので、周波数変更対策業務により、移行期

限までに全て移行する予定になります。 
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○池永特別委員 ありがとうございます。分かりました。 

 この部分に限らず、少し大きな話になりますけれども、このような形で、特

に移行期限が決められているものとか、あるいは国内外で議論をされているよ

うな周波数帯、あるいは、特に最近ですと、高い周波数帯での利用の状況とい

うのが非常に増えていることも踏まえますと、今のような形で、隔年で周波数

帯を分けての調査でよいかどうかも少し気になっております。特に毎年やるべ

きかどうかということ、あるいは周波数区分が今の区分けでよいのかどうかと

いったことも含めて、今後検討が必要ではないかと考えますけれども、いかが

でしょうか。 

○伊藤補佐 電波政策課の伊藤でございます。 

 貴重な御意見いただきまして、大変ありがとうございます。やはり周波数の

共用・移行・再編というところが、利用状況調査、今の電波利用の状況の中で

非常に大切なことになっております。御意見を踏まえまして、今後の方針につ

いて検討を進めたいと思います。ありがとうございます。 

○池永特別委員 ぜひよろしくお願いいたします。 

○西村部会長 ありがとうございます。 

 石山特別委員、いかがでしょうか。 

○石山特別委員 今、見せていただいている１２ページについて、質問という

より確認をさせていただきたいんですけれども、このＢバンドからの移行で、

Ｃ、Ｍ、Ｄ、Ｎのところの４か所に移行予定ということでグリーンで塗ってい

ただいているんですけれども、これを足すと１００％を超えているのは、これ

は複数回答があったということでよろしいでしょうか。 

○伊藤補佐 電波政策課の伊藤でございます。 

 複数回答をできるとようになっておりますので、その御理解で合っておりま

す。 
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○石山特別委員 ありがとうございます。 

 もう一つ、確認ですけれども、ＢバンドのところからＣ、Ｍ、Ｄ、Ｎのとこ

ろへ移すと、Ｂバンドというのはそこそこ距離が長く通じて、なおかつ雨や霧

に強いという、そういうメリットもあったと思うんですけれども、もともとの

Ｂバンドの波長が、大体０．５センチぐらいのところが、このバンドを移すと

０．４センチとか、若干波長が短くなりますけど、それでも到達距離とか雨や

霧への強さとか、そういったものは変わらないと見てよろしいですか。 

○伊藤補佐 電波政策課の伊藤でございます。 

 Ｃ、Ｍ、Ｄ、Ｎバンドともに１０ＧＨｚ帯以下のものですので、同様の特性

はございます。ただ、やはり御指摘のとおりの、Ｂバンドのほうが若干伝搬特

性がよいところがありますので、完全な代替ができず、中継するための固定局

を立てるような例というのがございます。 

○石山特別委員 なるほど。分かりました。 

 私からは以上です。ありがとうございました。 

○西村部会長 ありがとうございます。 

 それでは、眞田特別委員、いかがでしょうか。 

○眞田特別委員 御説明ありがとうございます。 

 １４ページのところでお伺いしたいのですが、今の石山先生のお話と関連す

るんですけれども、代替先のシステムの周波数の選定が困難だという御回答を

いただいているところがあるかと思うんですけれども、先ほどのようにほかの

Ｃ、Ｍ、Ｄ、Ｎバンドに移行する免許人もいる中で、周波数の選定が困難とい

うのは、これは性能的に満たさないので代替が困難という話なのか、それとも

検討そのものが困難なのか、そこら辺いかがなんでしょうか。また、こういう

免許人に対して、ほかの免許人の取組など、参考になりそうな情報の共有はさ

れているのでしょうか。 
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○伊藤補佐 電波政策課の伊藤でございます。 

 調査票調査の実施時期が移行先の周波数が確定してない無線局も存在する状

況であったため、このような回答をいただいたと認識しております。令和７年

度末に総務省事業での検討の結果、全ての無線局の移行先の周波数が決定して

おりますので、今後は順調に進んでいくものと考えております。 

○眞田特別委員 分かりました。ありがとうございます。 

○西村部会長 ありがとうございます。 

 それでは、中野特別委員、いかがでしょうか。 

○中野特別委員 御説明どうもありがとうございます。 

 私からは次のページ、１５ページを見ていただけるとありがたいのですが、

移行費用に関して、結構価格帯にばらつきがございまして、最も高額だと５億

円から１０億円という回答がある一方で、最も多い回答は１,０００万円から５,

０００万円となっており、かなり価格差がある状況です。これはもちろん規模

とかもあるかと思いますけれど、この理由について把握されているかどうか、

また、費用について回答されてない方たちは、移行について積極的に考えてい

るかどうかなどについて、現状を教えていただけると幸いです。 

○伊藤補佐 電波政策課の伊藤でございます。 

 先生御指摘のとおりで、設備の諸元とか、アンテナの流用ができるかどうか、

新たな鉄塔や局舎を設置する必要性があるかないかなどによって、ケース・バ

イ・ケースで費用は大きく変わるものと理解をしております。「不明」の回答で

すけれども、これも実際どういったケースを想定するかが分からないことから、

「不明」と回答されているのではないかと考えております。 

○中野特別委員 どうもありがとうございます。引き続き、この費用自体も移

行のスピードに関係あるかもしれませんので、フォローのほうよろしくお願い

いたします。 
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 以上です。 

○西村部会長 ありがとうございます。 

 私からも、せっかくですので１点お伺いさせていただければと思います。既

に御説明いただいたのですけれども、１８ページ目をお開けいただけますでし

ょうか。ここの真ん中の移動測定結果の欄では、「測定範囲内における指向方向

以外の発射電波の強度が小さいことを確認」と記載されておりますけれども、

この文章と、その下にＣ局、Ｄ局の図がございますけれども、発射高度は発射

場所が高度であり、測定は移動車両で高さ２メートル程度という御説明だった

かと思いますが、少しこの下の２つの図について、補足的な説明をいただけま

すと幸いです。よろしくお願いいたします。 

○伊藤補佐 電波政策課の伊藤でございます。 

 まず、右下の矢印があるかと思いますけれども、こちらが無線局から電波が

発射されている方向でありまして、この辺りに無線局があるということでござ

います。本システムは、空中線が高いところに設置されておりまして、相手方

の対向する局もこれもまた高いところ、高所にあります。本測定におきまして

は、２メートルの高さにアンテナを設置した車両で測定を行っておりまして、

水平の指向方向の真下周辺の道路を走行しながら測定することで、水平方向だ

けではなくて、垂直方向も考慮して、立体的に指向方向以外の電波の強度の測

定も実施していることになります。測定の中で受信した電波強度でございます

が、右下の図にありますように赤いところ辺りですけれども、マイナス８０ｄ

Ｂｍ後半など、システムの運用に必要な電波強度より小さい値となっているこ

とを確認しておりまして、測定範囲内における指向方向以外の発射電波の強度

が小さいことを確認した結果として示しているということになります。 

○西村部会長 よく分かりました。指向方法以外がということで、分かりまし

た。ありがとうございます。 
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 まず、映像ＳＴＬ／ＴＴＬ／ＴＳＬについてお伺いをさせていただきました。

続きまして、２３ページからの１５ＧＨｚ帯の電気通信業務用無線局について、

また順番にお伺いさせていただければと思います。 

 笹瀬部会長代理、いかがでしょうか。 

○笹瀬代理 それでは、３１ページと３２ページについてお伺いさせてくださ

い。これは既存の無線システムがどの周波数ブロックを使っているか、どの地

域で使っているかということを示した図で、これは非常に分かりやすいので、

この表はあったほうがよいと思います。 

 それで質問ですけれども、今回のこの表に関しては、中心周波数を基に作成

されているみたいですけれども、帯域幅も考慮した表のほうがより分かりやす

いと思われます。質問は、これは１ブロックが２０ＭＨｚ幅になっていますけ

れども、実際の既存システムは実際に使っている周波数帯域幅はこの程度と思

ってよろしいのでしょうか。例えば３１ページを見ると、使っている周波数と

使っていない周波数の間隔が空いているので、これはガードバンドの意味なの

か、もしくは、多少この白いところも使っているけれども、重ならないように

使っているという、そういう理解でよいかという質問です。 

 以上です。よろしくお願いします。 

○伊藤補佐 電波政策課の伊藤でございます。 

 本表でございますけれども、中心周波数の分布を示したものとなっておりま

して、実際の帯域幅でございますけれども、表では、１ブロックは２０ＭＨｚ

幅となっておりますが、実際の帯域幅は３６.５ＭＨｚ幅等、２０ＭＨｚ幅を超

えるものもありまして、この表で見ますと、隣接ブロックにはみ出すものも多

くなっているところでございます。 

○笹瀬代理 どうもありがとうございました。よく分かりました。少し空いて

いるということは、ここは隣接も含めて、周波数帯域がはみ出ているので、中
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心周波数だけを示したということでよろしいですね。 

○伊藤補佐 左様でございます。 

○笹瀬代理 どうもありがとうございました。 

 以上です。 

○西村部会長 ありがとうございます。 

 池永特別委員、いかがでしょうか。 

○池永特別委員 私からも同じページの図に関してなんですけれども、このブ

ロック図を見ますと、この図で言うところの真ん中、１から１６までの左側と

２５から４３までの右側で、各都道府県、使い方が一致しているように見える

のですけども、これはこの組合せで使われているという認識でよろしいでしょ

うか。 

 それともう一つは、図の真ん中に１７から２４ブロックというのが省略され

ていますけれども、ここの部分はどなたも使われていないという理解でよろし

いでしょうか。 

○伊藤補佐 電波政策課の伊藤でございます。 

 組み合わせて利用していることについては、御認識のとおりでございます。 

 真ん中の省略されているバンドでございますけれども、これはほかのシステ

ムに割り当てられております。 

○池永特別委員 そういうことですね。分かりました。ありがとうございます。 

 最初の組合せという意味ですけれども、これは例えば上り下りのような使い

方をされているという理解でよろしいでしょうか。 

○伊藤補佐 左様でございます。 

○池永特別委員 分かりました。ありがとうございます。 

 私から以上です。 

○西村部会長 ありがとうございます。 
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 石山特別委員、いかがでしょうか。 

○石山特別委員 ３２ページですけれども、ここのコメントにも書いてありま

すが、一部の都道府県のみで開設されているということで、これ１府５県だけ

が使用状況はあるということになっているんですけれども、これはなぜここだ

けが使っているのでしょうか。 

○手塚周波数調整官 電波政策課、手塚でございます。 

 先生の御質問ですけれども、こちら災害対策用の無線局という形になってお

りまして、記載されている場所はあくまで常置場所という形になります。必要

があればこちらから全国の災害現場に持ち出して使用するという形を想定して

いるものとなります。 

 以上です。 

○石山特別委員 なるほど。これはいわゆるハンディーではないのかもしれま

せんけど、持ち運びできるものですか。 

○手塚周波数調整官 持ち運びして使うことが前提になっております。 

○石山特別委員 そうすると、何か西日本ばかりにあるようにも見えるのです

が、これは特に問題ないということでよろしいですか。 

○手塚周波数調整官 現状、免許人がそういう形で使われている形になってお

ります。 

○石山特別委員 分かりました。ありがとうございます。 

○手塚周波数調整官 ありがとうございます。 

○石山特別委員 私からは以上です。 

○西村部会長 ありがとうございます。 

 眞田特別委員、いかがでしょうか。 

○眞田特別委員 ３９ページですけれども、１５ＧＨｚ帯を使用している免許

人が他のブロックへの代替可能性を問われていて、「代替できない」と回答して
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いる中で、通信距離が長いとか短い、あるいは仕様が適さないとか、機能、性

能が適さないとか、あるいは立地、環境等が困難というお話があるんですけれ

ども、同じ周波数ブロックであれば移行できるような気がするんですが、これ

はどういう理由でしょうかというのが一つと、もう一つは、災害、非常時に使

用できないおそれがあるというのは、これは１５ＧＨｚ帯で先ほどの非常用に

使うものとバッティングして、中継系・エントランスは止められてしまう可能

性があるということが実際あって、それを御存じなのか、そういうことを危惧

されているのか、その辺りというのはどういう理由でしょうか。 

○伊藤補佐 電波政策課の伊藤でございます。 

 選択肢の設定でございますけれども、同様のシステムに同じような形で設問

を設定しているところがございまして、システム１個１個から見たときに、必

ずしも適切でないと思われる選択肢になっていたところもあると思っておりま

して、免許人の方に混乱を招いた可能性があると思っています。今後につきま

しては、システムに沿った設問となるように、設問検討を行う際に精査をして

いきたいと考えております。 

○眞田特別委員 分かりました。ありがとうございます。 

○西村部会長 それでは、中野特別委員、いかがでしょうか。 

○中野特別委員 御説明、どうもありがとうございます。 

 丁寧にまとめられていたかと思いますが、私からは、４３ページの発射状況

の調査について少しお伺いさせていただきたいと思います。先ほどの前のシス

テムの話でも出てきたんですけれども、無線局の運用実態の確認という点では、

やはりこういう発射状況調査は必要であると考えますが、今までに挙がったよ

うな、調査票の回答だけでは把握できないような部分を丁寧に深掘りすること

が必要ではないかと思います。例えば免許人に対してヒアリングなどを行った

ほうが有意な可能性も高いのではないかと思いますが、その辺りはいかがでし
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ょうか。 

○伊藤補佐 電波政策課の伊藤でございます。貴重な御意見をいただきまして、

ありがとうございます。 

 おっしゃるように、調査票の回答だけでは把握できないような部分について、

やはり免許人の方に直接伺うといったような手法も有効ではないかと思われま

す。御意見も踏まえまして、今後の周波数の共用・移行・再編の観点から、今

後の方針について検討を進めていきたいと思います。ありがとうございます。 

○中野特別委員 ヒアリングの項目についても丁寧に御検討いただけると、今

後の展開によいのではないかと思いますので、併せてよろしくお願いいたしま

す。 

 以上です。 

○伊藤補佐 承知しました。ありがとうございます。 

○西村部会長 ありがとうございます。 

 それでは私からも、今回御説明がなかった箇所でございますが、３８枚目を

開けていただけますか。 

代替可能性というものを問うときに、災害対策用についてでございますけれ

ども、１５ＧＨｚ帯電気通信業務用システムのほかの周波数ブロック等に対し

て代替できない理由の「代替の必要がない」というのは、この下の表でござい

ますと真ん中の４つほどあるんですけれども、代替可能性を問うという設問に

対する回答としては少し不十分と考えた次第でございますので、これは質問と

いうよりはコメントという形になるかと思いますが、今後、このシステムを再

び調査する際は、代替を考えていくための原因が特定できるような設問、代替

可能性を問う前提で工夫すべき点があると思った次第でございます。もし、コ

メントでございますので、何か現状で御回答がありましたらお願いできればと

思います。 
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○伊藤補佐 電波政策課の伊藤でございます。 

 当該周波数帯でございますけども、調査時点においてまだ移行が確定してい

ない等の事情もあって、それを勘案して設定した次第でございますけれども、

いただいた御意見につきましては、今後、設問を検討する際に参考としつつ、

慎重にやっていきたいと思います。ありがとうございます。 

○西村部会長 御回答ありがとうございます。 

 そのほか、質問一巡いたしましたけれども、追加的に御質問、御意見等ござ

いましたらこの場で頂戴できればと思いますが、いかがでしょうか。よろしい

ですか。もし、追加の御質問等ございましたら、後日、事務局までお送りいた

だければと思いますし、また、この会議終了間際に事務局からもアナウンスが

あろうかと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、本件、２つ目の議事でございますけれども、これで終了させてい

ただければと思います。伊藤補佐、御説明、御回答どうもありがとうございま

した。 

 それでは、総務省からの報告は以上となりますので、事務局におかれまして

は、総務省関係者の退席の対応をよろしくお願いいたします。 

○柏崎幹事 承知いたしました。 

 それでは、総務省関係者の方は御退席をお願いいたします。少々お待ちいた

だければと思います。 

 お待たせいたしました。事務局でございます。退席を確認いたしましたので、

よろしくお願い申し上げます。 

○西村部会長 承知いたしました。 
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○西村部会長 それでは、本日の議事は以上となってございます。 

 最後に事務局から事務連絡等ございますでしょうか。 

○柏崎幹事 御連絡事項が２点ございます。１点目、議事２の重点調査結果に

つきまして、先ほど西村部会長からございましたとおり、追加の御質問等ござ

いましたら、１週間後の４月１４日火曜日までをめどに事務局宛てメールをい

ただけますようお願い申し上げます。また、２点目、次回の部会につきまして

は、連休の谷間の開催で恐れ入りますが、５月７日木曜日１０時からを予定し

てございます。 

 以上でございます。 

○西村部会長 事務連絡ありがとうございました。 

 それでは、本日の有効利用評価部会をこれで閉会させていただきます。次回

部会は、先ほどございましたとおり５月７日木曜日１０時からを予定しており

ますので、引き続き先生方、よろしくお願い申し上げます。 

 それでは、これで終わりたいと思います。ありがとうございました。それで

は失礼いたします。 

 

 


